
　オフィスビルで省エネルギーを考えるとき、ビルの設備更新に

よる省エネルギー性能の向上に加えて、テナントが使用している

エネルギーの使用量をいかに削減するかがポイントとなる。一般

的なオフィスビルでは、ビル全体のエネルギー使用量の70～
80%はテナント使用分が占めているからだ〔図表1〕。環境に配慮
した仕様となっている最近の新築ビルと比較して、ある程度築年

数の経過した既存ビルでは、テナント使用部分の省エネルギーに

はより積極的な対策が必要となる。

　今号では、早くから建物の省エネルギー対策に取り組んできた

日本土地建物株式会社（以下　日土地）が、株式会社日立製作所

（以下　日立）と共同で、ビルの省エネルギー、CO2排出量削減対

策の一環として、東京都千代田区の「日土地内幸町ビル」（1974
年竣工）に導入したビルエネルギーマネジメントシステム（BEMS）
とその効果検証結果をもとに、既存ビルで大きな効果を期待でき

る省エネルギーの最新ソリューションを紹介する。
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　日土地では、これまでも保有するビルの設備更新・運用改善や、

テナントへの省エネルギーの協力依頼等によりビル全体の省エネ

ルギー対策に取り組んでおり、テナントに対してはエネルギー使用

量の報告を1ヶ月ごとに実施している。
　一方でテナントにおいては、昨今の省エネルギーに対する意識

の高まりやピークカットの観点から、時間単位でのエネルギー使用

量をタイムリーに把握し、使用量の削減を促進したいというニーズ

が高まってきている。

　そこで日土地は、既存ビルにおけるさらなる省エネルギー、

CO2排出量削減対策のモデルとして、テナントが自らタイムリー

にエネルギー使用量を把握することができる「見える化」と、既存

空調設備の中央熱源機器の高効率運転制御の実現を目的に、「日

土地内幸町ビル」に日立が開発した統合型ファシリティマネジメン

トソリューション「BIVALE（ビヴァーレ）」を導入。日立と共同でその効
果検証を2012年2月1日から実施した。

　「BIVALE」とは、クラウドコンピューティングを活用して、複数の
ビルや事業拠点の「エネルギー」「セキュリティ」「設備」の統合管理

を行い、ビル経営と運用における課題を解決する中小規模ビル向

けのソリューションサービス。クラウドを通じてサーバーレスで自

前のPCから運用・管理をコントロールできるため、投資を抑えた導
入ができる。遠隔地にあるビル内の設備の稼働状況やエネルギー

使用量、入退室履歴データの閲覧、設備故障監視などが行えるだ

けでなく、映像を確認しながらビル設備を制御するといった操作も

可能である。

　セントラル空調方式のビルのエネルギー管理においては、ユー

ザー（設備管理者）は、PCからインターネットを経由して季節・時刻
ごとの単価を入力すれば、熱源システム全体の運転コスト（または

CO2排出量）が最小となる熱源機器の台数、組み合わせ、および

冷温水の流量や温度の最適な組み合わせを5分ごとに演算し、運
転制御を行うことができる。また基本的に「BIVALE」は制御する熱
源機器のメーカーを限定しないため、既存の機器に応じてカスタ

マイズすることも可能である。

　「日土地内幸町ビル」では、ガスをエネルギーとする吸収冷温水

機と電気をエネルギーとする空冷HPチラーの熱源システムで建
物全体の空調を行う、セントラル空調方式を採用している。しかし

ガスと電気の単価は、季節・時間帯により変動する。そのため、同じ

機器の組み合わせで運転していても運転コストは変動し、高コスト

な運転となっている場合があった。

　また、冷房の場合、送水温度を上げれば熱源機器のエネルギー

使用量は削減されるが、流量やポンプのエネルギー使用量が増え

るといった相反する関係にあるため、従来はそれを設備管理者が

随時状況を判断して手動で制御していた。

　今回、「日土地内幸町ビル」に導入された「BIVALE」機能の概要
は以下の通りである〔図表2〕。
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（1）熱源機台数の最適化制御
ガスをエネルギーとする吸収冷温水機と電気をエネルギーと

する空冷HPチラーの運転コストを自動計算し、運転コスト（ま
たはCO2排出量）が最小となる組み合わせを演算し、運転台

数の制御を行う。

（2）冷温水流量と温度の最適化制御
熱源システム全体の運転コスト（またはCO2排出量）を最小と

するため、冷温水の流量、および温度の最適な組み合わせを演

算し、運転制御を行う。

（3）冷却水ポンプ流量制御・台数制御
吸収冷温水機の各号機の運転信号から、必要となる冷却水流

量を計算し、ポンプの運転台数や、流量の制御を行う。

（4）2次ポンプ流量制御・台数制御
流量から必要な運転台数、圧力から必要となる流量を演算し、

ポンプの運転台数や、流量の制御を行う。

（1）無線計測装置によるエネルギー使用量自動検針
各テナント（フロア・系統単位）におけるエネルギー使用量を、

無線計測装置により自動検針する。無線のため、配線等の施工

コストを大幅に低減することができる。

（2）各テナントにおけるエネルギー使用量のデータ閲覧〔図表3〕 
①統計データ

「時間ごと」「日ごと」「月ごと」のエネルギー使用量のグラフ

表示およびデータのダウンロードを行う。 
②分析データ

目標値との比較表示、当年度・前年度・前々年度との比較表

示およびデータのダウンロードを行う。

　

　「日土地内幸町ビル」に「BIVALE」を導入した結果、次のような
効果が得られた。

　設備管理者が空調の冷温水の温度・流量を監視し手動により運

転台数の制御を行っていた2010年度と比較して、熱源設備にか
かる1次エネルギー※１使用量を、2012年夏（6月1日～9月30日）
に約29％削減、通年で約31％削減※2できることが実証された。

　エネルギー使用量の「見える化」により、テナントが自ら時間・日・月

ごとのエネルギー使用量の推移および照明・空調・コンセントの用途

別使用量を把握でき、どこにどれだけ無駄があるか一目瞭然となっ

た。さらにはデータの信頼性や視認性が向上し、省エネ意識が高ま

るとともに、各テナントの省エネルギー対策の基盤となっている。

　また、節電効果が可視化されるので、必要以上の無理のある節

電行動を抑止する効果もある。

　これまで「日土地内幸町ビル」では毎月、人手により90ヶ所の電
力メーターを検針してきたが、「BIVALE」導入により自動検針が可
能となり、その結果をインターネットでテナントに提供できるよう

になった。設備管理者の作業負担が低減された分は、業務の質の

向上やテナント支援サービス強化に充てている。

　日土地と日立は、今後も同ビルにおいて「BIVALE」による効果
検証を継続し、省エネルギー、CO2排出量削減の向上に努めると

ともに、他の既存・同規模の日土地保有ビル5棟にも導入、運用を
はじめている。省エネルギーだけでなく、ビル管理運営能力を高

め、既存ビルの付加価値を高める計画である。

　既存ビルの省エネルギー対策においては、テナントとオーナー

サイドの協力が不可欠である。日土地では、機器やシステムの導入

だけではなく、運営面においてもテナントと協働で省エネルギー

活動を推進している。

　例えば、環境負荷軽減に向けて話し合う「テナント会議」の実施

のほか、ビルを利用する人たちに向けて、ビルのCO2排出量削減・

省エネルギーなどに関して環境に貢献するアイデアを募集する

「省エネ推進コンクール」を主催するといった取り組みを行ってい

る。このコンクールはテナント379社を対象に2009年1月に行
い、その結果、100社から約1,200件ものアイデアが集まった。

　ビルの環境配慮対策には、ビルの設備更新に合わせて、よりエ

ネルギー効率が高い機器を導入することがポイントとなるが、

LCC（ライフサイクルコスト）低減を勘案した場合、公的な助成や
補助金を積極的に活用することが有効となる。

　日土地では、「日土地名古屋ビル」における照明の高効率化、外

壁窓の二重化や、「新大崎勧業ビルディング」における照明器具更

新などで助成制度（補助率１/3）を活用している。

　なお、本稿で紹介した「BIVALE」について、日立は「平成23年度
エネルギー管理システム導入促進事業費補助金（BEMS導入事
業）」のエネルギー利用情報管理運営者（BEMSアグリゲータ）に
登録されているため、「BIVALE」は補助金の対象となり、導入費
（設備費、工事費）の1/2または1/3の補助金制度を利用すること
ができる※。

図表2：「BIVALE（ビヴァーレ）」のサービス概要

図表1：オフィスビルのエネルギー消費

◎出所：「オフィスビルのエネルギー消費の特徴」一般財団法人省エネルギーセンター（ECCJ） http://www.eccj.or.jp/office_bldg/01.html
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「時間ごと」「日ごと」「月ごと」のエネルギー使用量のグラフ

表示およびデータのダウンロードを行う。 
②分析データ

目標値との比較表示、当年度・前年度・前々年度との比較表

示およびデータのダウンロードを行う。

　

　「日土地内幸町ビル」に「BIVALE」を導入した結果、次のような
効果が得られた。

　設備管理者が空調の冷温水の温度・流量を監視し手動により運

転台数の制御を行っていた2010年度と比較して、熱源設備にか
かる1次エネルギー※１使用量を、2012年夏（6月1日～9月30日）
に約29％削減、通年で約31％削減※2できることが実証された。

　エネルギー使用量の「見える化」により、テナントが自ら時間・日・月

ごとのエネルギー使用量の推移および照明・空調・コンセントの用途

別使用量を把握でき、どこにどれだけ無駄があるか一目瞭然となっ

た。さらにはデータの信頼性や視認性が向上し、省エネ意識が高ま

るとともに、各テナントの省エネルギー対策の基盤となっている。

6 公的補助金の利用

5 テナントと協働して省エネ対策を　また、節電効果が可視化されるので、必要以上の無理のある節

電行動を抑止する効果もある。

　これまで「日土地内幸町ビル」では毎月、人手により90ヶ所の電
力メーターを検針してきたが、「BIVALE」導入により自動検針が可
能となり、その結果をインターネットでテナントに提供できるよう

になった。設備管理者の作業負担が低減された分は、業務の質の

向上やテナント支援サービス強化に充てている。

　日土地と日立は、今後も同ビルにおいて「BIVALE」による効果
検証を継続し、省エネルギー、CO2排出量削減の向上に努めると

ともに、他の既存・同規模の日土地保有ビル5棟にも導入、運用を
はじめている。省エネルギーだけでなく、ビル管理運営能力を高

め、既存ビルの付加価値を高める計画である。

　既存ビルの省エネルギー対策においては、テナントとオーナー

サイドの協力が不可欠である。日土地では、機器やシステムの導入

だけではなく、運営面においてもテナントと協働で省エネルギー

活動を推進している。

　例えば、環境負荷軽減に向けて話し合う「テナント会議」の実施

のほか、ビルを利用する人たちに向けて、ビルのCO2排出量削減・

省エネルギーなどに関して環境に貢献するアイデアを募集する

「省エネ推進コンクール」を主催するといった取り組みを行ってい

る。このコンクールはテナント379社を対象に2009年1月に行
い、その結果、100社から約1,200件ものアイデアが集まった。

　ビルの環境配慮対策には、ビルの設備更新に合わせて、よりエ

ネルギー効率が高い機器を導入することがポイントとなるが、

LCC（ライフサイクルコスト）低減を勘案した場合、公的な助成や
補助金を積極的に活用することが有効となる。

　日土地では、「日土地名古屋ビル」における照明の高効率化、外

壁窓の二重化や、「新大崎勧業ビルディング」における照明器具更

新などで助成制度（補助率１/3）を活用している。

　なお、本稿で紹介した「BIVALE」について、日立は「平成23年度
エネルギー管理システム導入促進事業費補助金（BEMS導入事
業）」のエネルギー利用情報管理運営者（BEMSアグリゲータ）に
登録されているため、「BIVALE」は補助金の対象となり、導入費
（設備費、工事費）の1/2または1/3の補助金制度を利用すること
ができる※。

1.空調熱源システムの高効率運転制御

2.テナントに対するエネルギーの「見える化」

〔ビル全体〕エネルギー使用量の削減

〔テナントサイド〕「見える化」による省エネ推進

〔オーナー（ビル管理）サイド〕作業の省力化・高効率化

4 BIVALE導入のメリット

※1　石油等の化石燃料や太陽光・水力等自然界から直接得られるエネルギーのこと。
※2　1次エネルギー換算係数　電気：9.97MJ/kWh、ガス：45MJ/Nm３を用いて算

出、比較した。

※詳細は日立のHP参照「BIVALE」による補助金活用のご紹介 http://www.hitachi.co.jp/Div/omika/product_site/urban/bivale/subsidy/pop_subsidy.html#subsidy_05

環境負荷軽減に向けて話し合う「テナント会議」 「省エネ推進コンクール」ポスター

図表3：エネルギーの「見える化」〔PC画面の例（テナント）〕

敷 地 面 積 
延 床 面 積 
基準階床面積
規 模

竣 工

1,756㎡
15,341㎡
820㎡
地上11階、
地下2階
1974年7月

■時間ごとのエネルギー使用量

■複数日のエネルギー使用量比較

■年度比較

■目標値との比較

日土地内幸町ビル



複数の第三者認証を取得

本稿についてのお問い合わせは…

TEL:03-3501-6906
http://www.nittochi.co.jp

　ここまで既存ビルの省エネルギー対策について紹介してきた

が、新築ビルにおける環境対策がどこまで進んでいるかについて

も触れておこう。

　2013年10月竣工予定、東京メトロ銀座線虎ノ門駅徒歩3分に
立地する「日土地虎ノ門ビル」は、日土地グループが「環境フラッグ

シップビル」と位置付ける最先端の環境配慮・省エネルギー性能を

備えた制振構造のオフィスビルである。環境配慮への取り組みに

社会的な要請が高まる中、CSRの観点から何ができるかを追求
し、計画された。

　延床面積1万1,508㎡、ワンフロア813.68㎡（246.13坪）の
中規模ビルながら、19種もの環境関連設備・省エネルギー技術を
導入。例えば全館LED照明を用いるほか、屋上に太陽光発電パネ
ルを設置し、予測使用電力量の1％をまかなう。BEMSを採用し、
エネルギー使用量の「見える化」も実施。また外構にはドライミス

トを設置し、敷地周辺の熱負荷低減にも貢献する。

　特徴の一つは、窓周りの構造。サッシを二重にし、その間の約30
㎝の空間に室内の空気を循環させることで日射熱の影響を和ら

げ、空調の負荷を低減する。さらに太陽光追従型の電動遮熱ブラ

インドで日射を制御する。

　新築ビルの外装は一般に、外気を完全に遮断した気密性の高い

カーテンウォールが主流だが、このビルでは、春や秋の省エネル

ギー性と快適性を確保する狙いで、床近くに換気口を設けて外気

を取り込めるようにしている〔図表4〕。

 
　「日土地虎ノ門ビル」は、下記の環境認証を取得（予定含む）している。

■「LEED（Core&Shell）」ゴールド認証取得予定
米国NPOのUSGBC（米国グリーンビルディング協会）による
建築物環境評価認証。欧米で広く周知されている。

■DBJ Green Building 認証「Platinum2012（プラン認証）」（最
高ランク）取得／2012年8月
日本政策投資銀行により創設された制度。ビルの環境、防災、防

犯、および不動産を取り巻くステークホルダーからの社会的要

請、時代の要請に応えた優れた不動産を選定・認証する。

■CASBEE－Sランク（最高評価）取得／2012年10月
（一財）建築環境・省エネルギー機構による建築環境総合性能評

価システム。

■東京都建築物環境計画書制度 段階3（最高ランク）評価取得

PAL（Perimeter Annual Load：年間熱負荷係数）削減率25％

以上、ERR（Energy Reduction Ratio：設備システムの１次エネ
ルギー消費低減率）35％以上達成で取得できる。

　米国の建築物環境評価認証制度であるLEED（Core&Shell）で
は、水資源への十分な配慮が求められるため、雨水再利用システ

ムや超節水型衛生器具を導入したほか、敷地内の緑化に用いる植

栽に少量の水でも生育可能な樹木を選択するなど細かな配慮も

加えている。

　中規模ビルでこれら4つの第三者認証を取得する例はまれであ
る。同ビルは、各認証制度の評価項目をもとに、最も適切な技術を

選んで効果的に組み合わせて設計されており、導入した環境関連

設備・省エネルギー技術の種類の多さ〔図表5〕だけでなく、効き目
の大きさも客観的に評価されることになる。欧米で認知度の高い

LEED認証の取得は、国際戦略総合特区に指定された虎ノ門地区
のオフィスビルとして、海外企業の誘致促進にも効果を発揮する

だろう。

7 この秋竣工、環境フラッグシップビル

経営統括部  広報室

取材協力／資料・写真提供　日本土地建物株式会社

図表5：日土地虎ノ門ビルに導入される環境配慮型設備一覧

日土地虎ノ門ビル〔完成予想図〕

設備バルコニー
設備バルコニーを各階に配置することで
更新性への配慮

自然換気
カーテンウォールに換気口設置
中間期の省エネを図る

ナイトパージ（外気冷房）
省エネルギー効果

ドライミスト
気化熱吸収作用を利用して、
周辺の気温を下げる

電気自動車対応（2台）
充電ケーブルを車に接続するだけで、
自動的に車の走行に必要な充電が可能

エネルギーの見える化
BEMSによるモニタリング

超節水型衛生器具の導入
洗浄水量4.8ℓ

機械式駐車場

外気量制御
CO2センサーによる外気量制御

ゾーン別空調および照明
省エネルギー効果

デシカント（湿度制御）
高効率な湿度制御

継続的維持管理
●総合管理（設備・清掃・警備の一元管理）
●エネルギー消費特性の傾向把握・分析
●省エネルギーのための設備診断、最適運転
●省CO2意識の啓発と波及への取り組み

太陽光発電パネル
屋上に太陽光パネルを設置
全体の予測使用電力量の約1%を
太陽光発電によるエネルギーでまかなう

港区協定木材の利用
地球温暖化防止に貢献
港区「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」
に基づく

昼光利用制御・自然採光

エアフローウィンドウ
カーテンウォール
外部のガラスと内部のガラスの間に室内の
空気を循環させることでペリメータ部の
断熱効果を高めたエアフローウィンドウを採用

日中、明るい窓側エリアは、自動制御ブラインド
と昼光センサーを使って照明の明るさを自動的
にコントロールし、消費電力を抑制

全館LED照明・LED誘導灯
長寿命・省電力のLED照明を全館に採用
40%のエネルギー削減

屋上緑化
屋根面の一部、11階ガーデンテラスに
屋上緑化を行い日射負荷の低減

雨水再利用
屋根から集水した雨水を貯留し、
屋上・壁面緑化の散水に有効利用
年間想定節水量は1,200t（約10%節水）

壁面緑化
壁面緑化により、熱負荷上、
負担の大きい、南側の日射を遮断

熱負荷低減 空調 照明 省資源 水

図表4：エアフローウィンドウカーテンウォール概念図

天井高
2.8m

階高
4.25m

エアフローウィンドウ
Low-eガラスにより

ペリメータ部の熱負荷低減

天井までの開口により
外光を積極的に取り入れる

電動遮熱ブラインドによる
日射遮蔽

自然換気

電動遮熱ブラインド
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